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摩擦緩和材の効率的な使用に関する検討
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A Study on the Effective Use of a Friction Moderator 
Shinya FUI伍 GAI*,Takumi BAN, Hua CHEN, Akira NAMURA, 

(Railway Technical Research Institute) 

Lubrication between the running surface of a low rail and a wheel tread has recently been recognized as a 

valid method in reducing the likelihood of a squealing noise. We have developed a friction moderating system 

(PRIMOS) as a method of the lubrication between the running surface of a low rail and a wheel tread. This 

paper describes the resttlts of the study on "the optimal amount of the use of a friction moderator" by the 

comparison between distribution of a friction moderator calculated by a simplified calculation model and the 

measured results in a field test to improve the cost-effectiveness of PRIMOS. 
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1 はじめに

車輪とレールの接触問題は，走行安全性，メンテナンス

および環境問題にかかわる鉄道固有の課題の一つである

特に鉄道車両が急曲線を走行する際に発生する転向横圧

は，乗り上がり脱線の主な要因の一つであるばかりでなく，

レールおよび車輪の材料保全の面で，曲線外軌の側摩耗や，

内軌の車輪走行面に発生する波状摩耗，および車輪フラン

ジ直立摩耗の主な原因の一つでもあるまた，近年社会的

関心が高まっている環境保全の側面では，騒音発生の主要

因となる場合があり ，問題視されている．鉄道総研では，

車輪踏面と曲線内側レールの車輪走行面（以下，内軌走行

面と呼ぶ）との間に生じる激しい靡擦に起因する「きしり

音」の防止対策として，内軌走行面潤滑の研究(1)(2)に取り組

んでいる本稿では，鉄道総研において開発した車輪／レ

ール摩擦緩和システム (FRIMOS)に関して，その使用方

法を適切にし，濯i効率化させる事を目的として，簡易計算

モデルにより， レールヘの摩擦緩和材の付着分布と，緩和

材による潤滑性能の持続効果の予測を試みた結果を報告す

る．

2 簡易計算モデル

〈2• 1〉 室内試験装置による評価

車輪とレールの間に供給された後の摩擦緩和材の挙動に

ついての基礎的知見を得るため，室内試験装置を用いて実

験を行った．

(1) 試験装置

測定に用いた円盤／円筒型の摩擦試験装置とその測定例

を囮 1に示す，本試験装置は，長さ 110mmの円筒状のレー

ル鋼と，接触部の幅 5mmの鋼製車輪とを螺旋状に転動接触

させることにより ，車輪試験片とレール試験片の接触が一

過性となるようにしたものであり，潤滑剤の「延び性」の

評価等に用いている．摩擦係数は，回転する両者の速度差

と外径の差により強制すべりを与え発生するトルクと，押

付け荷重により求めることができる．

レール

試験片

距離（任意）

押付け荷貫を計測

試験条件
ヘルツ骰大接触圧力 ：740MPa 

（輪重 約30kN相当）
直径（車輪試験片） ：54mm 
直径（レール試験片） ：44mm 
すべり率 ：11% 

トルクを
1']転計測

り

図 1 円盤／円筒型摩擦試験装置と測定例
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(2) 試験方法

車輪試験片に緩和材を付智させ，その後レール試験片の

左端から右端に向かって転動させたここで，緩和材は紙

に満逼なく載せ， 紙ごと車輪及びレール試験片の間に巻込

ませることにより車輪試験片に付着させたまた，緩和材

は車輪試験片の全周長の内，1/3程度に付着させた

(3) 結果および考察

代表的な試験結果を図 2に示す．緩和材は車輪試験片の

約 1/3に付着しているため，車輸試験片が 1回転する内に，

緩和材が付着している部分では摩擦係数は低くなり ，付着

していない部分では高くなっている．転動距離の増加に伴

い，緩和材の付瘤による靡擦係数の低減効果は，徐々に小

さくなっていることが分かる．

無澗滑状態のμ

μ
 

ー一車輪1回転

a=0.06~0.09であった．

〈2・2〉 簡易計算モデルの考案

実際の車輪とレールの間でも式（1）の関係が成り立ち，車

輪とレール間で相互に移着し合うこと，また摩擦係数の低

減効果はその境界に存在する緩和材の最に比例することを

仮定して計算モデルを考案したすなわち，車輪が m回回

転した位附において， n軸目が通過する際にレール上に存

在する緩和材最を Rlll,Il，車輪上に存在する緩和材散を Wlll,J9

とすると，それぞれ以下の式で表わすことができる．

R111,11 =(1-a-/J)R/11,11-1 + aWm-1,I』 (2)

/.f/111,11 = aRlll,11-I + (1 -a -fJ)wm-1,11 (3) 

緩和材を付滸

0 1 2 3 

転動距離(m)

図2 室内試験機による測定例

ここで，車輪試験片が 1回転する間に，無潤滑状態の摩

擦係数と緩和材付着状態の摩擦係数の差（低減効果Aμ) を

とり，回転数に対してプロットすると図 3のよう になる．
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図3 摩擦緩和材による摩擦係数の低減効果と距離の関係

図中の近似式より ，Aμは回転数の増加に伴い，指数関数

的に低下する ことが分かるここで，4μの低下が，車輪試

験片から レール試験片への緩和材の移着に起因すると仮定

すると， 4μと車輪試験片の回転数 nは，次の関係式で表わ

される．

Aμ＝△μ。 X(1 -a)" (1) 

ここで4μ。は，回転初期の摩擦係数の低減効果とし， aは，

緩和材の移着率とする．室内試験を複数回行った結果，

ここでfJは，車輪とレールの間での緩和材の消被率とす

る．（消喘率f]は，緩和材が レ・ールと車輪の接触面から徐々

に排除され，消骰される割合を想定している） aと¢は， と

もに曲線諸元，走行する車両，走行速度等様々な要因によ

り変わる値と考えられる．式（2）の右辺第 1項は， レールか

ら車輪に(aRm,11-1)だけ移着し， （f]Rm,n・I)だけ消毀することを

表し，また第 2 項は， 車輪からレールに(aWIII •1, Il)だけ移着

し，これら 2項の和が レール上に残存する緩和材最を表す．

式(3)についても同様である．式(2),(3)を用いて，モデIレ固

を描くと図 4の様になる．式（2),(3)の計算を繰り返すこと

で，任意の車輪回転位置における，任意の軸数が通過した

後の，車輪円周長（約 2.7m)当りの緩和材残存抵が算出で

きる．

m-1 

n•1軸通過後 （回：長）

一

ー

『

m 

↓
i
 

m+l 

史一
R心e1=(1 •a-8)Rm.n-2 
+aw証J.n•』

I I I 
Rm•J.n=(1-a-6)Rm•39,..1 'R..,.=(1-a-6) R.,,0.1 
+aWm-1、n ばWm•J 、 n

区14 散布後の摩擦緩和材の分布モデル

3. 現地測定結果と計算結果の比較

〈3・1〉構内試験線における走行試験結果

試験実施箇所は鉄道総研構内の半径 100mの曲線（単線）

で，図5に示すように，牽引車と付随車の 2両編成 （計 6

軸） の試験列車を用いて，走行試験を行った 列車が走行

する前に，写真奥に示す内軌走行面において，摩擦緩和材

を7mの範囲に散布している．

試験列車が 4.5往復した後の内軌走行面の動摩擦係数を

レールトリボメータ（鉄道総研製）で測定した．また，前

述の計算モデルにより散布位置からの距離に対応した緩和

材残存率を算出した
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車輪 ：普通車籟（非防音）
レール ：JIS SOkgN 
軌間 ：1,067mm 
曲線半径：RlOOm
カント

区15 鉄道総研構内試険線における確認試験

両結果を併せて図 6に示す．なお，緩和材は車輪3周分（約

8.lm)に散布し，列車は約200mの範囲を往復したとし，残

存率は，車輪円周長当りの散布最を100％として計算した．

また，移培率aと消費率fJについては，室内試験結果をもと

にしながら，摩擦係数の実測値との相関が比較的良好な値

(a=0.11,{J=0.002)に設定した．

平均動邸擦係数は，緩和材の散布箇所で0.35（固中A)と

なり ，散布箇所から離れるに従い上昇し，20mほど離れる

と0.5前後（図中B)の値となった． 一方，緩和材の残存率

については，靡擦係数が低くなっている部分ほど，残存率

が大きくなる傾向が認められた以上のことから，庶擦緩

和材は車輪の転動によりレール上に延ばされ，散布箇所の

前後にも効果を与え得ることが分かった．この事は，

FRIMOSにおける緩和材の噴射（散布）は，対象とする曲

線全域で行う必要が無く ，部分散布あるいは間欠散布で対

応可能であることを示すと考えられる．

列車進行方向
復路く ＞往路

0.8 ] ー・・ ・- r 4.5 
●μ（実測i直）

o 7 -・ I 口緩和材残存率（計算値）a=0.11~=0.002 I 1 
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゜
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散布位置からの距離（m)

図6 散布位臨からの距離と内軌摩擦係数および

緩和材残存率の関係（鉄道総研構内）

〈3・2〉営業線における測定結果（その 1)

試験実施箇所は，複線，円曲線長 133m,半径 185mの曲

線である．毎列車 （10両編成）通過後に緩和材を約 3mの

範囲に散布し，定常状態とした時点で レールトリ ボメータ

により摩擦係数を測定した散布位置からの距離と摩擦係

数および緩和材残存率の関係を図 7に示す．なお，計算に

おいても，緩和材の散布は毎列車ごとに行い， 残存率は車

輪円周長当りの毎散布最を 100％としたまと移猜率g,

消樅率f]については，摩擦係数の実測値との相関が比較的良

好な値 (a=0.055, /1=0.005)に設定した
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図7 散布位置からの距離と内軌靡擦係数および

緩和材残存率の関係（営業路線）

図に示すように，無潤滑箇所（図中C)で0.7程度であっ

た摩擦係数が，散布箇所から列車進行方向に向かって低下

し始め，おおよそ一定の値 (0.15~0.4程度）を保ったまま

円曲線の全範囲 （133m)に渡って続いていることが分かっ

た一方，緩和材の残存率も，はじめ（散布位置からの距

離が100m以下）緩やかな山なりに変化し，後半（同100m

以上）は，次第に低下する傾向が認められた

〈3・3〉営業線における測定結果（その 2)

試験実施箇所は複線，半径 150m,制限速度 45km/11の曲

線で，図8に示すように，軌間中心から2.lmの位置にマイ

クロホンを設置した通常，当該箇所では 3台のレール塗

油器 (2台が内軌走行面用）によって“きしり音”の発生を防

止している．今回の試験では，内軌用塗油器の停止後に複

数本の列車 (4両編成）を通過させ，レール走行面上の油

を十分に枯渇させた後，靡擦緩和材を散布している．なお，

緩和材の散布範囲は既設塗油器設置箇所からマイク ロホン

設置箇所までの約 50mであった

線区 複線電化

レール種別 JISSOkgN 

軌間 1435 mm 

曲線半径 150m 

カント 145mm 

スラック 10 mm 

勾配 + 6 %o 

車籟種別 普通（非防音） I マイクロホン設慨位置走行車両 4両編成 距離：軌道中心から2.1m 

走行速度 35~40 km/h 高さ：レール面から450nm

図8 営業線における確認試験（その 2) の概要
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既存の内軌用塗油は停止から約100軸の通過で効果が消失

し，普通車輪特有の甲高い“きしり音＂が発生する ことを確認

したその後，さらに15本の列車を通過させてから，摩擦

緩和材の効果確認を実施した図 9は， 4両編成（計16軸）

の列車通過毎に計測された騒音の最大値をまとめたもので

ある．緩和材を散布する前（乾燥状態）の騒音レベルと比

較して，散布後はきしり音が消失し，大幅に騒音レベルが

低下したまた， 1回の散布による騒音低減の効果は，通

過100軸以上持続することが確認できた．

(
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珈
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幽

♦ ： 同一編成

・偲[-----------------0 - -
摩擦緩和材散布
•·~- - •• --- ・・ -----

散［饂
（乾燥状態）

図9 営業線における騒音測定結果

ここで，摩擦緩和材の持続効果について， 今回の営業線

では 100軸強であったが，他の単線の営業線では 200軸以

上の騒音低減効果が確認(1)されている．このように路線によ

り持続効果に違いが生じる原因を探るため， 計算モデルに

より ，単線区間と複線区間で定点での持続効果を比較した

図 10に示すのは，計算モデルによる比較を行った仮定の

単線及ぴ複線区間である緩和材の散布区間は，単線区間，

複線区間ともに 50mとし，残存率は車輪円周長当りの散布

量を 100％とした．移着率a,消袈率f)については，図 6と同

じ値(a=0.11.(J=0.002)に設定したまた，持続効果を計

算した箇所は，単線，複線ともに，散布区間の中央付近と

出口付近の2箇所としたなお単線区間では，約 200m走

行した後に折り返す条件とした

計算箇所①計算筐所②

／言戸
図10

計算箇所① 計算箇所②

／竺ーミミ
複憬（一方向走行）

計算モデルにより比較した仮想単線・複線区間

通過軸数と緩和材残存率の関係を図 11に示す．図から

単線の結果は，複線の結果に比べて通過軸数に対する残存

率が多いことが分かる．ここで，単線営業線および今回の

複線営業線の騒音測定点である，単線の中央付近（単線①）

と複線の出口付近（複線②）を比較する単線①で 200軸

通過した際の残存率を仮定の有効限界値とすると ，この｛直

は複線②の 60軸通過した際の残存率と同等となる．つまり

持続軸数は，複線では単線の 1/3程度となっていることが分

かる．これは，車両の往復により緩和材がレール上を移動

しては戻され，同じ場所に停滞する傾向にあるためである．

実際の車輪とレールの間でもこれと 同様の現象が生じ，単

線区間と複線区間での持続効果の差として表れている可能

性が高いまた，複線においては，散布範囲の中央付近（複

線①）よりも出口付近（複線②）の方が，緩和材が残存す

ることが分かった
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図 11
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まとめ

FRIMOSに関して，その使用方法を適切にし，高効率化

させる事を目的として，簡易計算モデルを考案し，摩擦緩

和材の付着分布と，緩和材による持続効果の予測を試みた

結果，以下の知見を得た．

(1) 簡易計算モデルにより算出した摩擦緩和材の付着

分布と実際の路線での測定結果を比較した結果，

両者に相関性が確認できた，

車輪の転動により摩擦緩和材の付着分布は広がり

を持っため，対象とする曲線全城で散布する必要

は無く ，部分散布あるいは間欠散布で対応でき，

使用量を低減できる可能性がある．

単線路線では，車両の往復により緩和材が同じ場

所に停滞する傾向にあり，定点においては複線路

線よりも効果が長続きする可能性が高い，また複

線区間では，散布区間の中央付近よりも出口付近

の方が，持続効果が良い，

(2) 

(3) 

今後更にデータを取得し， 車輪とレールの接触幅，輪重，

すべり率等の因子が移着率¢や消毀率fJに及ぼす影響を明ら

かにして，モデルの改良を行い，摩擦緩和材の高効率化を

進める予定である．

最後に，効果確認試験にご協力頂いた東京臨海高速鉄道

株式会社，能勢電鉄株式会社の関係各位，並びに計測等に

ご尽力頂いた株式会社テスの関係各位に深く感謝する次第

である．
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